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２．ガイドラインと命令４７号の間に抵触があるとの原告集団の
主張に対する NYPDの答弁
NYPDの中核をなす主張は，三段論法である。（１）NYPDによる政治的活動の
調査において，変更ハンチュウ・ガイドラインは，憲法により求められたもの以
外のいかなる要請も課すものでない。（２）命令４７号により許容された NYPDの行
動は，憲法に違反しない。（３）それゆえ（ergo），ガイドラインと命令４７号の間に
はいかなる抵触も存在しえない。事後に提出された証拠に答えて，NYPDは，ガ
イドラインと命令が，専ら「政治的活動を調査するため」であるとして，ラベル
を付けることのできない調査を許容すると解釈する。
後で，より十分に議論されるであろうように，NYPDは，その第三段論法の前
提を，裁判所が従前の判決と命令でなしたある言明に置く。かくして，市の代理
人補助者のファーレル（Farrell）氏は，口頭で以下のように弁論した。「当裁判
所の従前の判決，ガイドラインを組み入れた命令，また，それに伴う判決がガイ
ドラインの違反となるためには，憲法違反が存在しなければならないことを明ら
かにしたというのが被告らの立場である」（Tr. at 37）。彼の同僚であるドノフー
女史は，その後の弁論において，以下のように述べた。「私たちは，当裁判所の
従前の命令を，憲法上の請求を引き起こすことに関して，また，それだけに関し
て，ガイドラインが承認する裁判所の命令に変更ハンチュウ・ガイドラインを組
み入れられた」，また，「裁判官がそのガイドラインを組み入れたまさしくその方
法は，憲法違反が証明されることを求める制限を包含すること」を意味すると解
釈した（Tr. at 55,63）。
これらの状況において，以下の分析は，当裁判所自体の従前の判決理由と命令
の意味と効果に関する当裁判所の考慮から始めなければならない。そのような裁
判所の内省は共通ではない。しかし，この重要かつ微妙な問題を含む事件におい
て，その必要性は明らかである。
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３．当裁判所の従前の判決と命令
第５ハンチュウ（Handschu V）における当裁判所の判決理由と判決は，原告
集団の変更ハンチュウ・ガイドラインを組み入れる申立てを，NYPDにより異議
が当裁判所の命令に述べられたが，認容した。第５ハンチュウは，「第二改定命
令および判決を完成させた」。その終わりから二つ目の判決文は，以下のとおり
である。
…さらに，以下のとおり，命令し，判断し，判決を下す。
この第二改定命令と判決中の先行するパラグラフで言及された政治的活動の
調査に関連するガイドラインでは，そのような調査がアメリカ合衆国憲法の
保障に合致しなければならないという州の政策に宣言されているので，また，
もし，そのように助言されるならば，上記のガイドラインの違反が憲法によ
り原告らの集団に保障された権利と自由を原告らの構成員から奪ったと主張
する原告の集団のための弁護士の立場と権威を明確にし，また，高揚するた
めに，上記のガイドラインは，その目的の範囲内で，この第二改定命令と判
決に言及することにより組み入れられ，また，その一部となされた。
この判決のパラグラフは，それに先行する第５ハンチュウ判決理由の二つのパ
ラグラフと結びつけて読まれなければならない。
原告集団は，原則として，その判決と命令の更なる改定を求める資格がある
と結論づけたので，どのようにしてこの改定が実務上できるかを考慮しなけ
ればならない。集団訴訟代理人は，２００３年６月２日付の弁論後の書簡で，私
には均衡がとれており，公平であると思われる示唆を提供した。集団訴訟代
理人は，NYPDの監視ガイドにあらわれる変更ハンチュウ・ガイドラインが
結びつけた「留保」のパラグラフを変更しないでそのままにしておくこと，
しかし，（代理人の手紙を引用するならば）「ガイドラインの最後のパラグラ
フは，事実に照らして，ガイドラインが同意判決に組み入れられ，また，同
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意判決の下での手続がその判決に反すると申し立てられた場合に追求されう
る」と読まれるという趣旨で，改定命令・判決に言葉を入れることを提案し
た。
このアプローチは，原告集団に，NYPDに不公平な重荷を負わせることなし
に，最近の出来事により保障された増加する保護を与える。ガイドラインの
「留保」のパラグラフを保持することは，NYPDを憲法レヴェルにまで上ら
ない，気付いたガイドラインにしたがうことの懈怠に基づく個人的な訴訟か
ら守り続ける。実際，現在の命令と判決にしたがい，憲法違反が生じなけれ
ば，さらに改定された命令と判決の下での NYPDの側へのいかなる責任に
も問われないのと同様に，その改定の効果は，さらに，憲法違反を裁判所命
令の侮辱とすることになる。この結果は，不当にも，NYPDを苦しめること
にならない。私が推測することは，憲法に違反する仕方を考えることではな
い。さらに，この集団訴訟の歴史は，１９８５年における第１同意判決の開始に
遡るのであるが，個人的な原告らではなく，集団訴訟代理人が NYPDを裁
判所侮辱で処罰することを求める何らかの申立てをするであろうとの当事者
らの理解を反映する。
288 F.Supp．２d at 418-19（脚注，省略）＊６
＊６ 本文で引用された第５ハンチュウのその部分に言及したガイドラインの「留
保」の，関係する部分は，以下のとおりである。「これらのガイドラインは，専ら
NYPD内部のガイドラインの目的で示された」。それらは，民事または刑事のいか
なる事項においても，すべての当事者による法律上の実質的もしくは手続的な，執
行可能な権利を創設することを意図していないし，創設しないし，創設するために
依拠され得ない。また，「それらのガイドラインは，NYPDまたはニュー・ヨーク
市の，事情が違えば，他の合法的な調査に関する，また，訴訟に関する特権に何ら
の制限を置くものでない」。参照，288 F. Supp. 2d at 431．このパラグラフの意図は，
憲法に違反する警察活動に対する個人的な（individual）当事者の請求を制限する
ことである。この制限は，NYPDがガイドラインそのものに違反したと集団訴訟の
代理人が請求する権利を制約しない。
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私は，若干の悔しさをもって，以下のことを告白したい。この判決理由の本文
とそれを補完する判決は，一緒に読むことができるが，いかる座（Delphos）で
の託宣（Oracle）の発音をいらいらして妨げると同様に分かりにくいものではあ
りえないとはいえ，それらは，明確性のモデルを構成するものである。市の代理
人は，引用された判決に，ファーレル（Farrell）氏とドノフー女史により明瞭に
表現された解釈，すなわち，憲法違反はガイドラインの違反を構成しうる支持を
見いだすことができ，また，見い出す。集団訴訟代理人は，引用された判決理由
中に，彼らの解釈，すなわち，個人がガイドライン違反について，また，その違
反が憲法にも違反すると訴えることができるとする根拠を見い出すことができ，
また，見い出す一方で，集団訴訟代理人は，NYPDによるガイドラインからの実
質的な離脱について訴える。
双方の解釈が文法上は可能であるとしても，集団訴訟代理人のそれが正解な解
釈である。その解釈は，さらに，事件と事件解決の性質を正確に把握している。
憲法は，それが語るものを云う。法律家，裁判官また学者の人々は，彼らの日々
のパンを憲法の言葉が意味するものを議論することにより獲得する。しかし，彼
らのすべての学習，衷心または機知は法文の半行を削除したり付け加えたりでき
ないし，法文の一語を流し去ることもできない。すべてのハンチュウ・ガイドラ
インが NYPDに対して憲法のと同一の行為を禁止するということであれば，こ
れらの事件に関連する人々はその時間を浪費してきた。私は，そのような解釈を
拒否する。これらの人々のような同意判決または諸々のガイドラインについて，
憲法が許容するであろう警察の活動を禁止することは，全く適切である。そのよ
うな判決は，判例法の中にも見出される。参照，例えば，Alliance to End Repression
v. City Chicago , 237 F. 3d 799.802（7th Cir.2001）（Posner,J.）（「アメリカ合衆国憲
法第一修正は，これらのすべてを認める（ただし，警察の動機が不適切であると
きは，もしくは，執行方法が憲法第一修正または他の連邦法または州法の規定に
より禁止されたときは，この限りでない），しかし，［原］同意判決は，禁止する。」
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（Handschu IV , 273 F.Suppl. 3d at 342-43）．裁判中の本件においても，事情はその
ようである。私は判示した。当裁判所の従前の判決理由と判決を適切に読むと，
命令４７号がガイドラインに違反するならば，集団訴訟代理人は，申し立てられた
警察の行為がたとえ憲法に違反しないとしても，その違反について訴追すること
ができる。ある者が憲法上の言葉使いを選好するならば，集団訴訟代理人は，そ
のように行為する立場を有する。
たとえ私が今述べた理解に反して，第５ハンチュウ命令を正確に読解すると，
ガイドラインに違反するためには，NYPDが憲法に違反することが必要であると
仮定しても，その結果は変わらない。そのような命令は，正確なまたは基礎とす
べき前提にもとづくことなく作成されたのであり，また，それ故いかなる結果も
有しない。最高裁判所の支配的な判決（Rufo v. Inmates of the Suffolk County Jail ,
U.S.367（1992））に違反するがゆえに，基礎とすべき前提にもとづくものでない。
市の代理人は，最近の訴訟における申立てがガイドラインから「同意判決」と
してのそれらの性格を取り除いたと弁論した。両当事者は，原ハンチュウ・ガイ
ドラインが同意判決を構成したと，従前から一貫して弁論した。主として，最高
裁判所が Rufo 事件において，他の当事者の変更への異議に対して同意判決を変
更することを求める当事者によりなされることを必要とした３つの立証を NYPD
がおこなったか否かに，NYPDのこれらのガイドライン修正を求める申立てを認
めた当裁判所の第４ハンチュウ判決が方向転換した理由は，これである。参照，
Handschu IV , 273 F.Supp. 2d at 336-48．これらの立証の第２のものは，Rufo 判決
における当裁判所の「申し立てられた変更が，同意判決を憲法の階に適合させる
ために，同意判決を書き換えようとつとめるべきでない」との明確な指示から導
き出された。502 U.S.at 391.
第４ハンチュウにおけるこの要素を考慮して，私は，それをある建物にあるエ
レベーターに類推した。私は，変更ハンチュウ・ガイドラインにより提唱された
ように，「変更のエレベーターが憲法の階の近くに降りることができたとの関心
を表明したので」（273 F.Supp. 2d at 344），警察による政治的活動に対する調査
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は，「憲法上保障された権利と特権に合致する」であろうとのガイドラインに関
する政策的言明が第２と第３の停止でエレベーターの安全かつ自由な平衡を保つ
ことに十分であったとの NYPDの主張を拒否した。その争点について，私は，
第４ハンチュウで，以下のように書いた。
現在のハンチュウは，原同意判決の一部をなすものである。そして，NYPD
の申立ては，憲法上言明されているもの以外の，警察の調査活動に関するす
べての制約と制限を取り除くことにより，それを変更することを求めるもの
である。憲法の階へのすべての道を降りるためは，NYPDは，さらに何をす
ることができたか。憲法は，警察の活動が測られうるテストを提供し続ける
であろう。すなわち，たとえ変更ハンチュウ・ガイドラインが憲法を無効に
することを目的とする明文規定を含むとしても，憲法は，それを提供し続け
るであろう。概念上，少なくとも，NYPDは，同意判決を変更するよりもそ
れを無効にすることを申し立てることができた。しかし，NYPDはその変更
を求めた。そして，それゆえ，Rufo 判決の諸原則が適用される。私は，変
更ハンチュウ・ガイドラインの憲法上の政策にかかる言明，立場だけが憲法
の階への不快な下降からそれらの原則を保護するとは考えない（at 345）。
第４ハンチュウにおいて，私は，変更ハンチュウ・ガイドラインに条件付の承
認を与えた。なぜなら，その政策にかかる言明は，「単独で存立」しなかったか
らである。すなわち，「その変更が憲法の階に合致していないとの理由で，Rufo
事件において，最高裁判所の判決が当裁判所による変更ハンチュウ・ガイドライ
ンの拒否を命ずると判示することを拒否する」と，私に納得させる効果を有する
他の特別の機能をする諸規定を随伴していたからである（Id . at 348）。
Rufo 判決にしたがって骨格付けられた，当裁判所の理由付けが与えられたの
で，NYPDは，命令４７号が集団訴訟代理人により単独に挑戦されないと弁論され
えない。なぜなら，その命令およびその命令の許容する警察の諸活動は，憲法に
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違反することができないからである。憲法の階に下降することは，Rufo 事件に
おける最高裁の判決および第４ハンチュウにおける当裁判所の判決に反するであ
ろう。
したがって，当申立ては，命令４７号が変更ハンチュウ・ガイドラインに違反す
るかどうか，また，命令４７号が憲法に違反するがどうかということとなる。私は，
第６ハンチュウにおける当裁判所の指示にしたがい，両当事者により作成された
補充的意見陳述の考慮の分析から始める。
４．命令４７号の「注記」
ａ．当裁判所の質問
以前，私は，以下のように述べた。命令４７号がこの申立てにより引き起こされ
た争点に中心的重要性を有すると思われる「注記」を含んでいる。その注記は，
本判決の第部Ｂに引用される。その注記は，NYPDの官吏に，変更ハンチュウ
・ガイドラインの下で，「警察の活動の調査が諜報局の指揮の下でのみ開始され，
また，行なわれうる」ことを留意させる，また，それ故に，「諜報局に割り当て
られていない業務のメンバーは，諜報局次官の明示の文書による承認がなければ，
政治的活動を調査する目的で，ビデオまたは写真を使用することができない」こ
とを規定する。
奇妙にも，さらに，説明できないことにも，両当事者は，彼らの準備書面およ
び口頭での弁論において，注記またはその効果について，何らの言及もしなかっ
た。したがって，第６ハンチュウにおいて，私は，弁護士に彼らの補充的意見陳
述において，以下に列挙する問題を含む，注記について弁論する補充的意見書を
提出するよう指示した。
１．命令４７号が下されて以来，諜報次官は，「諜報局に割り当てられてい
ない業務のメンバー」から，政治的活動をビデオ撮影し，または，写真
撮影することの「明示の文書による承認」を求めるどれだけの数の要請
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を受理したか。
２．次官は，これらの要請の幾つを承認したか，また，幾つ拒否したか。
３．次官は，いかなる基準を，そのような要請を付与または拒否するとき
に適用するか。
４．命令４７号の注記が変更ハンチュウ・ガイドラインおよび政治的活動の
調査へのそれらの適用を言及しているとされるならば，諜報局に割り当
てられている職務のメンバーは，政治的活動をビデオで撮影しまたは記
録するか否かを決定するにあたり，いかなる基準を適用するか。
５．命令４７号の注記にあらわれるところの「政治的活動の調査」の調査の
用語には，いかなる意味が与えられるべきか。（2006 WL 1716919, at＊４）
ｂ．裁判所への NYPDの答弁
当裁判所により指示された手続の下で，NYPDは，まずこれらの問題に答弁し
た。その答弁は，３つの宣誓供述書と代理人の準備書面から構成された。宣言者
とは，NYPDの補助主任であり，テロリズム対策局の指揮官のジョン・コルガン
（John Colgan）NYPDの法務局の職責を有する次官補助トーマス・P．デフィナ
（ーThomas P.Doepfiner），そして，NYPDの諜報次官デービィド・コーエン（David
Cohen）である。
コルガン主任の宣誓供述書は，当裁判所の質問に対する答えとなるものでない。
彼の基本的な点は，「公的な催し物をビデオ撮影することがテロリストの活動を
阻止また偵察することに役立つということである（Colganの宣誓供述書¶２）。
コルガン主任は，市の危機的な交通機能，例えば，橋梁／トンネルなどを保護す
るためのビデオに焦点を当てる。そして，市内の公的な場所で安全を改善するた
めには，全市内で，高度に危険な公的な場所にカメラを設置する計画を完遂する
ことであろう（¶１２）。
コルガン主任の宣誓供述書は，以下の通り続く。
ニュー・ヨークのクリスマス・イヴの挙行と示威運動のような大きな公的な
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催し物は望ましい標的を提供する。なぜなら，それらの催し物は，多数の大
規模の建築物また／または象徴的な標的となりうる狭い場所に最も近いとこ
ろで，多くの人々を集中するからである。少し指摘すれば，例えば，示威運
動は，タイムズ・スクエアーで，証券取引所で，アメリカ合衆国，フォリー
（Foley）広場，そして，ブルックリン橋で行われる。
これらの催し物でのビデオ・カメラの可視的かつ公然とした使用は，まさし
くそれが空港，地下鉄，また，他の標的の場所また世界中のでなされたよう
に，テロリストの活動を阻止また偵察することに役立つ。公的な催し物にお
ける写真装備の使用は，当市におけるテロ行為を阻止するための生死に関わ
る法目的執行に貢献する。（¶１３，１４）。
コルガン主任は，以下のように推論する。「テロリストは，大部分，望まれた
対象物への安全の程度に依存する攻撃の保障された成功に高度の価値を置いてい
る」。また，「ビデオによる監視の公然かつ通告された使用は，まさしく重要な対
テロリズムの手段である。なぜなら，「識別され，偵察されることを望まないす
べてのテロリストに対する明瞭に阻止するもの」として，ビデオ・カメラが現存
することが，安全のレヴェルを引き上げるからである（¶８，９）。コルガン主任
は，それに付随する最近の事件に推論のための支持理由を見出した。
安全のレヴェルを引き上げるときのビデオによる監視の効果は，監視カメラ
が設置された後の，ロンドン地下鉄における IRAの攻撃の停止により証明
されてきた。テロリズムを偵察することにおけるその有用性は，また，世界
貿易センターに対する９／11およびロンドン地下鉄の爆弾攻撃における犯罪
者の識別において証明されてきた。Id .¶１０.
デフィナー氏は，彼の宣誓供述書において，「仮命令４７号を起草することに責
任を有した」NYPDの法務局弁護士であるとして自らの身元を明らかにする。
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Doepfner Decl.¶２．当裁判所が変更ハンチュウ・ガイドラインを承認した後で，
デフィナー氏の事務所は，「諜報局の構成員による写真とビデオ装備の使用に一
般的に向けられた新たなる諜報局手続を起草すること」に取り掛かった。Id .¶
４．デフィナー氏は，新たなる手続から，「別のシステムが存在する有線テレビも
しくは同類の監視カメラと同様に，先行する刑事上もしくは内部の調査，標準的
な証拠収集，または，逮捕執行手続などの幾つかのタイプのビデオまた写真活動」
を除外する。Id. デフィナー氏の事務所により起草された新たなる手続は，「示
威運動および他の大規模な集会もしくは催し物におけるビデオ撮影を含めて，そ
のような装備のすべての他の使用に向けるよう意図されていた」。Id. 命令４７号
は，デフィナー氏が起草し，警視長官ケリーが承認した手続を公にした。Id.
デフィナー氏は，命令４７号を起草するにあたり，自分が写真映像装備の使用と
執行レヴェルでのそのような装備の使用の監視を提供することの重要性に関して，
同意判決に含まれたガイドライン（「「旧ガイドライン」）の下で展開された実務
に留意した」と云う。Doepfner Decl.¶５．その史実を与えられて，デフィナー氏
は，言明する。命令４７号は，「（）示威運動を含む，公の催し物のビデオ撮影と
写真撮影のための許容される，操作の目的を必要とすること，（）目的が政治
的活動を調査する場合に，ハンチュウ・ガイドライン（変更されて，諜報局の監
督を必要とする）の適用を求める」実務を継続する。Id.
それで，デフィナー氏は，論議するために，第６ハンチュウが当事者に指示し
た注記に注意を向ける。デフィナー氏の見解によれば，「変更ハンチュウ・ガイ
ドラインは，２０年間以上適所にあった政治的活動を調査することに関するルール
を重大なことにも変更したので」，彼は，考えた。
正当な法執行目的の多様性のために，写真撮影の装備が使用することができ
たけれども，それは，依然として，諜報局次官の明示的な文書による承認が
なければ，政治的活動を調査する目的では禁止された。かくして，仮命令47
号の２頁にあらわれる注記は，変更ハンチュウ・ガイドラインに含まれた政
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治的活動の調査への継続する制限を諜報局のメンバーに気付かせるというは
っきりとした目的で含まれていた。
その注記は，示威運動や他の公の催し物における写真撮影装備を使用するす
べての官吏に，諜報局次官による写真映像を撮る装備を使用することの許可
を求めることを意図していない。むしろ，その装備を使用する目的が政治的
活動を調査することであるときには，その注記は，変更ハンチュウ・ガイド
ラインにしたがい諜報局により開始され，また／もしくは，監督されなけれ
ばならないと強調した。Doepfner Decl.¶６，７（原文で，強調）．
デフィナー氏は，結論する。「政治的活動の調査を構成するものについてのこ
の解釈は，政治的であろうとそうでなかろうと，大規模な公の催し物との文脈で
生ずる実務上の法執行問題への常識的なアプローチと合致する」。デフィナー氏
は，コルガン主任の宣誓供述書に言及して，デフィナー氏の言葉によれば，それ
が示威運動であるとすれば，ある催し物，または，独立記念日や新年のイブなど
の休日の集会の開催が中央の場所に多数の人々を集めるときには，それがテロリ
ストの魅力的な目標を構成すると指摘した彼の主張を支持する。明らかに，NYPD
は，公の安全を確保するためにそのような催し物を取り締まらなければならない。
Doepfner Decl.¶８．
コーエン諜報局次官の宣誓供述書の開始の言葉は，これらの見解に合致する。
コーエン氏は，命令47号の注記を名前で言及しておらず，注記の現実の操作と効
果が問題となるときに，コーエン氏は，以下のように云う。
現在まで，私は，示威運動または他の公的な催し物での政治的活動を偵察す
る目的で写真映像の装備を使用することの要請を NYPDの指揮官から受領
していなかった。私が諜報局以外の NYPDの指揮官からそのような要請を
受領した場合には，私は，それをガイドラインの第５節の下での調査を開始
する要請としてそれを取り扱うであろう。そして，最終的な承認に向けて私
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に要請が付託されたこと，また，その調査が承認されたならば，諜報局の監
視の下で行われるべきことを含む，政治的活動の他のすべての調査に関して
追随さるべきであろうと同様に，その要請に関して追随さるべき手続が要請
されるであろう。Cohen Decl.¶５．
コーエン氏は，以下のように結論する。
要するに，諜報局は，その使用の目的が政治的活動の調査であるときに，写
真映像装備を使用する決定にのみ係わる。発生する混乱を記録し，また，警
備活動を偵察するなどの他の法執行のために示威運動で写真映像装備を使用
するか否かの決定は，関係する，また，責任を有する指揮官によりなされる。
Id.¶６．
NYPDは，２００４年９月１０日命令４７号を公布した。コーエン氏の宣誓供述書
は，２００６年６月２５日の日付である。彼の宣誓供述書は，その期間，いかなる NYPD
の指揮官も注記の下で目論まれた，ビデオで映像を撮り写真撮影するために，コ
ーエン氏による承認を求めなかった。両当事者は，後続して補充準備書面を提出
した，その宣誓供述書には補充がなされなかった。それゆえ，私は，現在に至る
まで，コーエン氏がそのような何らの要請も受けなかったと推定する。
ｃ．集団訴訟代理人により提出された宣誓供述書
当裁判所が第６ハンチュウで課した諸問題によせて，集団訴訟代理人は，三通
の宣誓供述書を提出した。それらの宣誓供述書は，ニュー・ヨーク市のホームレ
スの人々の支持者である非営利団体であるホームレス連合のスタッフのメンバー
であるリンゼイ・デービス（Linsey Davis）氏，ニュー・ヨーク市における行進
や集会におけるボランティアの法的監視人を勤める私的な実践活動を行う心理学
者であるアントニア・セドロンヌ（Antonia Cedronne）氏，そして，マンハッタ
ンでの批判的集団自転車搭乗を観察した弁護士であるギデロン・オリバー
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（Gideron Oliver）氏により宣誓された。
デービス氏は，云う。
デービスは，２００５年１２月４日の日曜日，マンハッタンのマジソンと５番街の
間の７９通りの北側にある新しいニュー・ヨーク市のミッシェル・ブルームベ
ルグ（Michael Bloomberg）市長の別邸前の歩道をホームレス連合により組
織された行進に参加した。その行進の目的は，市長に，「ニュー・ヨーク市
の家賃法に対する都市オールバニー（Albany）の３０年間に及ぶ統制を終結さ
せることを促すことであった」。Davis Decl.¶３．「その行進については，ニュ
ー・ヨーク市警察当局と交渉されていた，また，警察の許可がなされた」。
Davis Decl.¶４．その行進は，可動式のピケ線の内部の横断歩道で看板を持ち，
また，歌を歌った凡そ５０名で構成されていた。その行進は，ずっと合法的で
かつ平和的であったけれども，私は目撃した。行進の初めから終わりまでず
っとニュー・ヨーク市警察の警察官が，行進が行われる歩道に直接隣接する
その通りに立っていた。そして行進に参加する人々をビデオ撮影していた。
警察官らは，参加者の顔や行進者が運ぶ看板上のメッセージに狙いを付け，
そのラインを行ったり来たり動き，行進者のまさしく数フィートでカメラを
構えた。
このビデオ撮りは，行進が続くほぼ一時間行われた。また，私の知るところ
では，行進で不法な活動はなかったし，また，私の知るところでは，行進で
逮捕された者もいなかった。Davis Aff.¶¶５，６.
セドロンヌ女史は，彼女の宣誓供述書で，以下のように云う。
２００５年３月１９日，私は，ハーレムのマルクス・ガルヴェイ（Marcus Garvey）
公園からセントラル・パークへの行進のボランティアの法的監視者として務
めておりました。私は，その集会が国際行動センターと呼ばれる組織により
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後援されていると理解しておりました。
ある市街地の通りの行進の線に沿って，ニュー・ヨーク市警察局の TARU
の一団からなる警察官らが集会参加者をビデオ撮影しているところを目撃し
ました。警察官らは，ハーレムからセントラル・パークの行進に沿って多く
のポイントから参加者を写真撮影しておりました。行進者は，合法かつ平和
理に歩行しておりました。そして，そのビデオ撮影の時には，いかなる逮捕
も，いかなる警察執行活動も進行していなかった。私は，はっきりと行進の
写真をとった警察官達を記憶しています。なぜなら，わたくしは，私の方向
でビデオ撮影をする警察官の写真を静かに撮ったからです。私は，この宣誓
供述書を用意することに関連してその写真を再検討しました。Cedrone Aff.
¶¶２，３.
オリバー氏の宣誓供述書は，「批判的集団自転車搭乗（Critical Mass Bicycle
Rides）」と呼ばれた活動に焦点を置く。その集会では，ニュー・ヨーク市を含む，
多くの諸都市の自転車主義者が一団となって（en masse），通りを使用する彼ら
の権利と歩行者のそれらを助長するために，そして，市街地の交通でつくられる
空気と騒音公害に注意を喚起するために，自転車に乗る。その搭乗は，月の最後
の金曜日に行われる。マンハッタンにおける批判的集団自転車搭乗には，自転車
主義者，その支持者および記者のメンバーがユニオン・スクウェアー公園に午後
７時頃に集合した。「典型的に，搭乗の前面部にいる自転車主義者が，搭乗がな
される場所を決定する。事前に決定されたルートもなく，公式的な指揮もない」。
Oliver Aff.¶５．これらの搭乗は，「２００４年８月の以前の１０年以上前に行われていた」。
Id .
批判的集団自転車搭乗の参加者は，自転車に乗る。そして，NYPDが幾年にも
渉ってお互いに対面する接触を頻繁にした。その結果，当裁判所また州の裁判所
で民事と刑事裁判が生じた＊７。
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オリバー氏は，すでに引用された諸々の事件における搭乗者を代理した。彼は，
本件における原告集団訴訟のための代理人の一人である，フランクリン・シーゲ
ル弁護士（Franklin Siegel Esq.）と接触した。そして，この申立ての立証のため
に宣誓供述書を与えるよう求めた。シーゲル氏は，オリバー氏にアドバイスした。
NYPDの警察官が「自転車に乗っていた人々を逮捕し，召喚状を発令するために
＊７ 例えば，Bray v. City of New York, 346 F.Supp. 2d 480（S.D.N.Y.2004）（Pauley,J）
は，（暫定的に，ニュー・ヨーク市と NYPDに，2004年10月の批判的集団自転車搭
乗の参加者により使用された自転車の差押えを，これらの参加者が差押えについて
理由の明記された書面が提供されたとき，犯罪または法令違反で起訴されたときを
除き，禁止し，また，市からの批判的集団自転車搭乗に自転車の搭乗を禁止するこ
との仮の差止命令を求める反対申立てを否定する）；Bray v. City of New York, 356 F.
Supp. 2d 277,287（S.D.N.Y.2004）（Pauley,J）批判的集団自転車搭乗の参加者に，公
園局の許可無しにユニオン・スクウェアーに集結し，また，NYPDの行列の許可な
しに自転車の進行をなすことを禁止することを求める市の反対請求に対する補充的
な管轄権を行使することを否定する）（「礼譲は，当裁判所が新たなる問題に関連す
る地域の法律の執行における紛糾を回避することを命ずる」）；People v. Bezjak ,11
Misc. 3d 424（Crim.Ct.N.Y.Cty.2006）（法廷における審理の後で，８名の批判的集団
自転車搭乗の参加者に許可なく行進したことで，告発する起訴状の訴因をすべて却
下する。なぜなら，市の行進に関する許可のシステムは，表面上違憲であったから
である。そして，参加者に法的な要件充足の欠如を理由に，解散する法律上の命令
に応ずることの懈怠を告発する訴因についても却下する。そして，乗り物または歩
行者の交通を妨害することによる公安を乱した行為を告発する訴因につき有罪とす
る）；Kelly v.Times’ Up, Inc .,11 Misc. 3d 1052（A）Sup.Ct.N.Y.Cty.2006 ）（批判的集
団自転車搭乗のために結集し，搭乗を宣伝する事前の搭乗，または，搭乗そのもの
に関して，予備的な差止めを求めたニュー・ヨーク市と NYPDおよび公園局の申
立てを却下する）；People v.Barrett , 13 Misc. 3d 929, 948（Crim.Ct.N.Y.Cty.2006）（公
判前の申立てにつき，許可無しに行進する批判的集団自転車搭乗者に対する訴因に
ついて，制定法および憲法上の根拠に基づき却下する。３人または４人の被告に対
する公安を乱す行為を告発する訴因を訴答手続で却下する。しかし，４番目による
却下の申立てを却下する，なぜならば，「多数の集団で赤いランプで走る申し立て
られた行為は，被告の申立てにおける陳述に反して，重大な混乱を引き起こし得た，
そして，確かに，彼女を逮捕するために警察官のための基礎を提供した」からであ
る。
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彼らを止めたときに，彼らをビデオに撮り，また／または，写真撮影する」とき
における行為は，本申立ての主題ではない。Oliver Decl.¶８．そして，オリバー
氏の宣言は，そのような行為を記述していない。それに代わり，オリバー氏は，
「NYPDが市の公園や通りでの話しながら立ちつくしており，または，自転車に
乗るかのいずれかにより，政治的活動を合法的に行う個人の特定場面を撮るこ
と」に関連していたと述べた。Id.
特に，オリバー氏は，云う。「搭乗への彼らの主張された参加を理由に，NYPD
により逮捕された人々のための私の代理に関連して，彼は，証拠開示において彼
に提出され，２００４年１０月および２００５年５月の間で TARUの警察官により撮られ
た特定場面を再検討した。その多くのものは，「ユニオン・スクエアー公園に合
法的に参集する人々，または，彼らの自転車に合法的に乗る人々を証明している」。
Oliver Decl.¶２０．加えて，同一の期間の数多くの日に，オリバー氏は，述べた。
私が，個人的に，ニュー・ヨーク市の司法検察局の官吏から証拠開示の資
料として受領した，ユニオン・スクエアー公園での，大体午後６時から，
もしくは，それより前，そして，ほぼ午後９時またはそれ以降の搭乗に先
立ち参集した集団のメンバーをビデオ撮影した特定場面から，NYPDの警
察官であると理解した人々を目撃した。
その時，このビデオ撮影は行われた。集団の構成員は，全体的に，お互いに
完全に合法的な仕方で立ち，また，座り，そして，話していた。集団のメン
バーは，歩行者を妨害しておらず，また，偶然の公園使用以外の何らかのこ
ととして特徴づけることができた何らかの行為もしていなかった。
少なくとも，２００５年１月２８日，４月２９日，５月２７日に，私は，あらゆる適用
されうる諸法令に完全にしたがい，公の道路上で彼らの自転車に乗っている
集団の構成員をビデオ撮影している NYPDの警察官を個人的に，目撃した。
私は，ニュー・ヨーク郡の地方検察局の官吏により私に提供されたビデオ・
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テープを再検討して，問題となっている者が NYPDの警察官であると確認
した。Id.¶２０，２１，２２＊８．
５．本証拠により暴露された４７号命令また／または，NYPDの
ビデオ撮影と写真撮影は，変更ハンチュウ・ガイドラインに
違反するか。
これらの核心的な問題に向かって，私は，NYPDが，命令４７号の注記により意
図された，諜報局次官により与えられた文書による承認にもとづいて，そのビデ
オ撮影を行いまた写真撮影する行為の何物についても正当化しようとしないとい
うことを，はじめに，注記した。その理由は単純である。２００４年９月における命
令４７号の公布以来，いかなる行政区または局の警察管区長も，その表現がこの注
記で使用されているように，「政治的活動を調査する目的で」，ビデオ撮影または
写真撮影を使用することの許可を諜報局次官に一度も求めたことがなかった。し
たがって，NYPDが本事件のこの側面に関する主張は，以下の２点であるに違い
ない。（１）本件記録で曝露されたビデオ撮影と写真撮影は，諜報局次官への要請
なしに命令４７号により認められること，そして，（２）このような行為を認めるに
当たり，命令４７号は，変更ハンチュウ・ガイドラインに違反しないこと，である＊９。
命令４７号の起草者である，デフィナー氏は，彼の目的が，「局の構成員による
写真とビデオ装備の使用に一般的に向けられた新たなる局の手続」の定式化であ
ると宣言した一方で，政治的活動の調査における装備の使用に関しては，そのよ
うな必要がなかった。その主題は，変更ハンチュウ・ガイドラインにより，既に
＊８ オリバーの宣誓供述書は，そのことを明確にのべるものでない，しかし，私は，
「集団のメンバー」と言及していることを，ハンチュウ集団構成員と理解した。
＊９ 第 IV部 A．２で指摘したように（前掲），NYPDは，憲法違反だけがガイドライ
ンに違反すると主張できると反論した。私は，第 III部 A．３で述べた理由でその弁
論を退けた，憲法にかかる争点は，第 IV部 Bで論議される（後掲）。
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取り扱われた。NYPDは，ケリー長官が命令４７号によるガイドラインの一方的な
変更を実現する権限を有することを主張しなかったし，また，有効に，その主張
をすることができなかった。
命令４７号の特記は，警察が，「諜報局次官の明示の文書による承認なしに，政
治的活動の調査の目的で，ビデオ撮影または写真撮影を使用することができな
い」とする。デフィナー氏とコーエン氏の宣誓供述書，また，特記の文言は，調
査の目的が政治的活動そのものを調査することであるときに，NYPDが変更ハン
チュウ・ガイドラインだけが行われた調査に適用されると信じていたことを示す。
参照，Doepfner Decl．７（「その装備を使用する目的が政治的活動そのものを調査
することであるとき，その特記は，調査が変更ガイドラインにより諜報局により
開始され，また／または，監督されなければならないことを補強する」）。これは，
ガイドラインをあまりにも狭く読むものである。ただ，政治的に基礎を置く調査
だけが明確にガイドラインにより禁止される。第２節は，云う。「単に活動に基
づかないそのような調査が憲法第一修正により保護されることが重要である」。
しかしながら，幾つかの陳述書は，不法な活動を主唱し，または，不法な行為を
行う明らかな意図を示しているときには，…これらのガイドラインの下での調査
は保証されえた。…「換言すれば，もっぱら支部のために政治的活動を調査する
目的を持つことが決して許容されないので，常に（always）正当な法執行目的が
存在しなければならない。その特記を誤読することは，いかなる警察の指揮官も
示威運動をビデオ・テープに収める許可をコーエン次官に求めなかった理由を説
明しうる。その特記をこのように読むことは，事実上，そのガイドラインの下で
政治的活動に関連する調査と関連して正当な法執行目的が存在する限りで，ガイ
ドラインが適用されるのに反して，政治的活動の調査と関連して正当な法執行目
的が存在する限りにおいて，ガイドラインは適用されなかったことを理解させ得
た＊１０。正当な法執行目的の現存が，かくして，必要条件であり，ガイドラインに
より確立された合意を除去し，また，制約されない警察活動を認める要素でない
命令４７号が幾人かの NYPDの指揮官に発令された後で，集団訴訟代理人により
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提出された宣誓供述書で言及された出来事が発生した。寛大に考えて，命令４７号
は，警察にそうする権限を与えたと警察が信じたので，警察が記載されたような
仕方で行為したと推測されうる。しかし，問題は，命令47号がその行為を許容し
たかどうかと云うことではない。問題は，変更ハンチュウ・ガイドラインがそれ
を禁止しているかどうかである。
オリバー氏により記載された批判的集団自転車搭乗の示威運動の参加者は，調
査に関する変更ハンチュウ・ガイドラインに該当する政治的活動を行ってきたと
の外見を呈する。しかしながら，幾人かの批判的集団自転車搭乗者が考えた彼ら
のメッセージを伝える最良の方法とは赤のライトで走り，また，自動車の交通を
妨げるという不法で危険な行為となることであったことは明らかである。ガイド
ラインの下では，警察が批判的集団自転車搭乗の示威運動のビデオ・テープを撮
ることは，その認可が求められまた与えられたならば，適切であったと思われた。
なぜなら，警察には不法な活動が発生すると信ずる理由があると思われたからで
ある。個人の側の政治的活動，他方，警察の側の正当な法執行目的：これがガイ
ドラインの適用の古典的な場合である。それが，まさしく，ガイドラインがある
協定書に固執するが，究極的には，NYPDにその法執行目的を追求する可塑性を
与えるという状況の性質である。命令４７号は，それらのガイドラインに頼ること
なしには，そのようなビデオ撮影を認めるためのガイドラインの手続を省略する
ことはできない。
ホームレスと国際活動の連合による示威運動の警察によるビデオ撮影は，ガイ
ドラインの下で分析されるときには，さらに言語道断と云わざるをえない。いか
なる合理的判断能力を有する者も，また，確かに，当裁判所も，ニュー・ヨーク
＊１０ 参照第３節。（これらのガイドラインは，政治的活動に関連する調査にだけ適
用する。それらのガイドラインは，不法な行為の調査または勾留，平和の保持およ
び公の安寧における NYPDの他の活動，または，政治的活動に関連しない他の正
当な法執行活動に適用されず，または，制限しない」。）
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市警察が直面する災禍，また，他の害悪を引き起こすであろう者を偵察し，阻止
し，また処罰する NYPDの努力の重要性を知っていないわけではない。しかし，
リンゼイ・デービィド氏の宣誓供述書に詳細に記述された，ホームレスのための
連合の構成員を標的にした警察の行為はハンチュウ・ガイドラインに違反したと
の結論することを避けることができない。１２月初頭の日曜日，予め NYPDの許
可を得て，７９番通りの市長の家の前のピケラインで看板を持ち，謳歌し，歩行し，
市の貸家の賃借料法に対する州政府の管理を緩和することに市長の協力を得よう
と努める約５０名の集団が存在した。これは，変更ハンチュウ・ガイドラインの第
２節（Ａ）で，「政府の政策または社会的条件を維持し，または，変化させる目
的での表現または集会の権利の行使」と定義されたところの典型的な「政治的活
動」である。そして，行進する者をビデオ撮影する，それらの者を数フィートの
ところからカメラを構えて，行進者の顔と彼らが運んでいる看板を標的にしてい
る警察官がいる。これが，「ガイドライン第２節（Ｃ）で定義された，「情報と証
拠を収集するためになされた政治的活動」の典型的な「調査」である。そして，
これらのカメラを使い回す警察官は，たまたま近くにいた訳でなかった。幾人か
の指揮官，おそらく諜報局次官ではないが，デービス氏の宣誓供述書が記載する
調査を行う命令を，そこでかれらに下した。
ある者は，無駄なことにも，この種の警察活動を許容する規定でその種の政治
的活動のそれらの部分を構成する変更ハンチュウ・ガイドラインと監視ガイドラ
インを模索した。反対に，政治的活動を調査するときに追随さるべき警察手続を
詳細に描き出して，ガイドラインは，その必然的な意味により，それらと合致し
ないすべての調査を禁止する。政治的活動のこの調査は，諜報局の監視，「監視
ガイドライン第４節（１）の下で開始され，行われる」べきであり，第５節に記述
された３つの「調査活動のレヴェル」のうちのひとつ，予備的な調査である，糸
口の調査，予備的調査もしくは徹底的な調査を正当化するための状況が存した場
合にのみ，行われるべきであった。さらに，最低レヴェルの調査であれ，警察に
不法な活動が起きうることを示唆する情報を保有することを求める。「糸口の調
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査」は，警察により受領された情報が「不法な活動の可能性に関する補完が保証
されるそのような性質」でありうることを必要とする。ここで，不法またはテロ
リストの活動が起きうると不安に思い，または，そのような活動に関する要領を
得た情報や証拠が関係する市民の真剣な顔や彼らが公官吏に彼らのメッセージを
伝えることを期待する看板をフィルムに収めることにより得られうることを期待
する，いかなる理由も存在しない。同様の関心が生じ，また，同類の干渉が，セ
デロンヌ女史により記載された２００５年３月１９日の国際活動行進を NYPDがビデ
オ撮影したことに関して描かれうる。
これら二つの示威運動は，批判的集団自転車搭乗とは異なる基礎に立脚する。
少なくとも，二つの機会における警察の行為は，当裁判所に第５ハンチュウにお
いてその命令を発することに導く戦争反対者の宣誓供述書に記載されたその行動
と同様に，言語道断であるように見えるであろう。ガイドラインの外見上の無視
をはっきりと正当化する事由は存在しない。
コリガン主任の宣言は，十分でない。コリガン氏は，ビデオによる「市の決定
的な輸送施設，例えば，橋梁／トンネルなどを保護するために」監視の重要性を
記述する。そして，「公共性のリスク高い場所の安全性を改善するために市内中
のこれらの場所にカメラを設置する意図を言葉にする，「ニュー・ヨーク市のイ
ブの祝典のような公的な催し物また示威運動が望ましい標的を提供する。なぜな
ら，それらは狭い地域に多数の人々が集中するからである」と陳述する。「それ
らの催し物におけるビデオ・カメラの可視的かつ公然たる使用は，それがまさし
く空港で，地下鉄で，また他の標的とされる世界のここかしこの場所でテロリス
トの活動を防止し，また，探知することに奉仕する」。そして，「安全の程度を高
めることにおけるビデオ監視の実効性が，監視カメラが設置された後で，ロンド
ン地下鉄での IRAの攻撃の中止により実証されてきた」と主張する。コルガン
主任のすべての主張は，真実であるかもしれない。しかし，それらの主張は，本
申立てにより提示された中心的な争点，すなわち，本件記録により暴露された
NYPDによるビデオ撮影の実施が変更ハンチュウ・ガイドラインに違反するかど
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うかと関係がない＊１１。実際，テロリズムの阻止として，コルガン氏による強調，
すなわち大規模で，伝統的，または，十分に知らされた公的な参集，空港，橋梁，
トンネル，また，地下鉄をビデオ撮影することの強調は，ホームレスのための連
合のようなより慎ましいかつ予想外の政治的集会が破壊に熱中するテロリストを
引きつけ，ビデオ記録やカメラを公然かつ公衆に可視化することにより，テロリ
ズムを阻止することはありえない。さらに，変更ハンチュウ・ガイドラインは，
空港，橋梁そして地下鉄における交通，人間的または機械的なビデオ・カメラに
よる中立的な監視の憲法第一修正に何ら適用されない。
また，監視ガイドライン第８節（Ａ）（２）は，この申立てへの NYPDへの支持を
提供すものでない。そこで，ドゥブゥク（Dubuque）の街からの初老の婦人の
訪問がそのようにすることができるように，NYPDに付与された「公衆と一般的
に同一の条件で，公衆に開かれたすべての場所を訪れ，すべての催し物に参加す
る権限」は，警察官に公的な集会ですべての者をビデオ・テープに収める権限を
与えると誇張され得ない。（「ニュー・ヨーク市民」）から借用すれば）＊１２。警察官
と初老の婦人が（または，他の旅行客または公職に就いていない市民）ある公の
催し物のビデオ撮影をすることとの間には，飛躍的な相違がある。第８節（Ａ）（２）
は，平明な言葉で，公衆が公の場所に出席すると同様に，警察官が公の場所に出
席し，また，「テロリストの活動を探知しまたは阻止するために」だけ（only）
あらゆる仕方で行動することができる，と規定する。その記録は，そのような立
証がホームレスのための連合または国際活動センターの政治的活動に関してなさ
れえたことを，示唆するものでない。
＊１１ 集団訴訟代理人は，補充書において，多様なイギリスおよびアメリカ合衆国の
研究が，テロリズム行為を阻止するために」公の場所に設置された固定ビデオ・カ
メラの有効性を疑問視したと論ずる。
＊１２「老女（Old Lady）の用語は，「ニュー・ヨーク市民（The New Yorker）の創
刊者）である Harold Rossにより創られた。彼は，１９２５年の出版の目論見書の中で，
その雑誌が「ドゥブゥクの初老の婦人」に向けられていないと述べた。
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警察がこれらの政治的活動をビデオ撮影するための残存する可能な一つの説明
がある。関係する警察の指揮官が命令４７号の言葉を，彼の行為を許容するとして
解釈することができた，と。その命令の「範囲」は，「許容される，操作可能な
対象物」が「正確な記録警察活動と他の公的活動への業務のメンバーによるビデ
オと写真の使用」を正当化すると言明した後で，網羅的でない許容される，操作
可能な対象物の例として，「緊急の出来事，交通の管理，混雑の緩和（パレード，
示威運動），テロリズム対策，公の安全，犯罪もしくは混乱状態，公の資産の配
置，など」を訓練して準備し，偵察し，また／または，評価すること」，同様に，
「正確な記録化が潜在的に有益でありまたは有用であると思われる催し物，行為，
状況，特別の催し物の間になされた言明，混乱，逮捕，公衆の集団または他のす
べての危機的出来事を正確に記録すること」をリストに載せる。特記と一緒に，
「そのような許容される，操作可能な対象物」を制限なしに，曖昧に言及し，そ
して，寛大に記述をすることは，警察の指揮官に，彼らが警察に非合法またはテ
ロリスト活動を疑いまたは期待するいかなる理由もなく，憲法上保障された政治
的活動以上の何物にも関係しない個人のビデオを撮り，また，写真撮影する権限
を与えられたと信ずることに導くことができた。この記録により開示された出来
事は，これが発生した（また，発生し続けうる）ことを強く示唆する。
しかし，命令４７号は，そのような調査活動を許容するように有効に読むことは
できない。命令４７号は，政治的活動の調査以外の目的での警察のビデオ撮影と写
真撮影の権限を有効に付与し，また，手続を確立しうる。しかしながら，政治的
活動の調査に関して，命令４７号は，変更ハンチュウ・ガイドラインに優ることが
できない。警察の政治的活動の調査は，このガイドラインに従わなければならな
い。また，指揮官は，その対象物が「許容される」と思われるようにするために，
「操作可能な対象物」に異なるラべルを貼り付けて，その義務を回避することは
できない。本申立てに係る証拠は，ビデオと写真撮影に従事した警察官が変更ハ
ンチュウ・ガイドラインに違反したことを示す。
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Ｂ．命令４７号により確立された手続と証拠により明らかとされた警察の活動が
集団メンバーのための憲法上の実行可能な請求を生ずるとの原告集団の選択
的請求
私が，第部Ａにおいて到達した結論に反して，証拠により明らかとされたビ
デオ撮影と写真撮影，そして警察のビデオ撮影の実施に関する命令４７号が，政治
的活動の NYPDの調査を支配する変更ハンチュウ・ガイドラインに違反しない
ならば，私は，その命令とその行為が衡平法上の救済を正当化するアメリカ合衆
国憲法の違反を構成するとの，原告集団の選択的請求を考慮しなければならない。
この選択的請求は，不十分である。なぜなら，NYPDと市の代理人が主張する
ように，命令４７号は，その文面上，もしくは，本件記録上で記述された示威運動
に警察官より明らかに適用されたように，憲法上の実行可能な請求を生じさせな
いからである。訴訟事件のこの局面は，Laird v. Tatum 事件４０８ U.S．１（１９７２）
における最高裁判決，Laird 判決に後続し，また，それを適用する第二巡回裁判
所の事件による連続する判決，ならびに，私の前任者であり，かつ，第１回ハン
チュウの裁判官であったウェンフェルド判事により発案され，法廷で最初に報告
された意見により，支配されている。
集団の本件訴状の主要点は，集団メンバーによる憲法第一修正の権利の平和的
かつ合法的な行使の間に警察官よりビデオ撮影されたことが不快であり，不安定
であり，また，彼らの憲法上保障された権利を抑制するということである。かく
して，ギデロン・オリバー氏の供述は，以下のように主張する。
NYPDは，パレード，行進および競走に関する定義を２名の人と同数の「グ
ループ」に拡張するために，それらに関する行政上の規制を改定する NYPD
の意図について，最近，告示した。私の前の数多くの依頼人は，私に，２００６
年８月２３日に NYPDが開催しているルールの変更に関する公聴会に出席し
ているときの関心について，しかし，彼らは，彼らがその署名，また，写真
とビデオ画像を NYPDに提供しなければならなくなる可能性に照らして，
公聴会で証言することを躊躇していることを語った。Oliver Decl.¶２３.
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リンゼイ・デービス（Linsey Davis）氏は，ホームレスのための連合のスタッ
フの一人であるが，彼の宣誓供述書で云う。
私および他の行進の構成者達は，警察が私たちおよび他の行進参加者達を写
真撮影し，ビデオ撮影しているのを見て驚愕させれられた。私は，連合にお
いて，傷付けられやすいが一貫して働いている。私と私が話した他の者は，
私たちがニュー・ヨーク市長に合法的に陳情していた間，警察が私たちの写
真を撮っているのを見て怯えた。Davis Aff.¶７．
これらの感情は，人間的な間柄では理解できるけれども，裁判に付することが
できる憲法上の請求を明確にすることにまさしく欠けている。Laird 事件におい
て，４名の個人および９の法人格なき団体が，彼ら自身のため，また，「軍当局
によりなされる調査，監視そして記録から生ずる嫌がらせ，脅迫ならびに法益侵
害なしに」，彼らの憲法第一修正上の権利を行使することを望む他の個人と組織
のために訴追した。訴状¶５（Fifth Ave.Peace Parade Comm.v.Gray 事件で引用さ
れた，480 F. 2d 326, 330-31（2d Cir.1973））. Laird v.Tatumu 事件における訴状は，
さらに，アメリカ合衆国空軍の諜報機関が絶えず合法的かつ平和的な民間人の活
動の監視を行っていること，原告らに関して収集されたこと，何らの正当な目的
にかなわない情報が広範囲かつ無差別に流布され，また，コンピューターのデー
タバンクに蓄積されてきたことを申し立てた。訴状は，さらに，潜在的に悶着を
起こす人の一覧表が作成されてきたと申し立てた。さらに，原告らは，被告らの
活動は，彼らの憲法第一修正の権利の自由な行使を抑制し，かつ，奪った。そし
て，彼らから，彼らの憲法上保障されたプライバシー権を剥奪したと主張した。
最高裁判所は，控訴裁判所の判決を破棄して，以下のように判示した。
主観的な「悪寒（chill）」は，特定の現在の客観的な害悪の請求，または，
特定の将来の害悪の脅威の適切な代替物ではない。憲法第３条にしたがい確
立された連邦裁判所は，勧告的意見を与えない。U.S.at 13-14（引用および
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内部の引用句の印は，省略）
第二巡回裁判所は，Gray 事件において，Laird v.Tatum 事件判決後に判決した。
控訴裁判所は，ベトナム戦争反対の示威運動の組織者に対して，示威運動の直前
に行われ，また，それにより，特別の銀行口座が当局により検査され，ある組織
により留保されたバスの数が確認され，また，バスの出発が監視された。FBIの
調査は，「個人的な原告らおよび集団のメンバーらから［憲法上の］権利の合法
的な行使を制約し，また阻害し，また，そうするであろうとの，また，彼らをア
メリカ合衆国州政府の当局による抑圧報復的な行為の恐怖に陥れ，また，陥れる
であろうとの，さらに，脅しまた嫌がらせたし，そうするであろう，そして，個
人的な原告らと集団のメンバーのそのような権利の合法的な行使に悪寒を感じさ
せる効果を有しまた有するであろう」の請求に関して，同一の結論に達した。480
F.2d at 330．連邦地方裁判所の法廷における公判後の請求棄却を肯定して，第二
巡回裁判所は，云った。
私たち（当裁判所）は，本件が Laire v. Tatum , 408 U.S．１（1972）により支
配されていると信ずる。そして，それゆえに，私たちは，原告らが裁判に付
しうる争訟を提出しなかったという理由で，以下の判決を肯定した。…私た
ちが示した Tatum 事件判決において，裁判所は，情報の将来における誤用
という単なる思索上の理解であると認定した。思索上の理解であることから，
いかなる客観的な害悪も，また，裁判に付しうる争点も生じない。情報の誤
用に関して，原告らの立証がなされておらず，また，写真，照合用の複写，
ならびにリストの編纂に関する情報と信念に係る原告らの主張は，立証され
なかったし，また，事実上，論破された。
マリガン（Mulligan）判事が彼の特徴的に目立った仕方で，「ここで，身震い
することが自己誘導された」と付け加えたように，480 F. 2d at 330-31.
さらに，最近の第二巡回裁判所の事件判決は，Laird v. Tatum 判決における最
ハンチュウ（Handschu）判決（２） 231
高裁判所の判決に賛成する。参照，e.g., Hankard v.Town of Avon , 126 F. 3d 418,
423（2d Cir.1997）（Laird 事件が参照した「私的な個人に執行上または立法上の
行為の有効性を決定するよう裁判所の権限を発動するように資格を与えるために
は，その者は，自分がその行為の結果として直接的な侵害を被ったこと，または
差し迫った危険にあることを立証しなければならないとの確立された原則」を引
用して408 U.S. at 13．また，「原告らは，憲法上の権利の剥奪を示す特定の主張
をしなければならない。一般的，間接的また推論による申立ては十分でない」と
の判決）。Gill v.PIdlypchak, 389 F.3d 379, 382 n.４（2d Cir.2004）（Laird v.Tatum
から派生した事件を収集して，「今一度，申し立てられた唯一の損害は，原告ら
の言説を寒がらせるものであった事件」）。
最後に，当裁判所の第１回ハンチュウ判決において，ウェンフェルド判事は，
明記した。「情報提供者と潜入者の使用それ自体は，憲法上の権利の侵害の何ら
の請求を生じさせるものでない」349 F.Supp. at 769．ハンチュウの原告らの請求
は，却下を求める申立てを免れた。なぜなら，その請求は，「情報提供者と潜伏
者が合法な政治的・社会的グループの構成員が非合法な活動をなすことを扇動し，
唆し，また，勧誘した」。そして，「さらにその目的に資金と装備を提供したと主
張に基づいていたからである」。Id .at 770．本申立ては，比較できる特定の主張に
より支持されていない。
要するに，Laird v.Tatum 事件における原告らにより表明された怯えの懸念と
感情とその結果と本申立てについてハンチュウ集団により表明された感情を区別
するいかなる識別方法も存在しない。集団訴訟代理人の準備書面は，Laird 事件
と法廷での本事件における政府の行動の間には事実の相違があると弁論した。し
かし，そのような相違が存在する範囲で，それらは裁判に付しうる可能性に関す
る Laird 事件の核心的判決を回避することを原告集団に影響を及ぼさないし，可
能にするものでない。したがって，当裁判所は，Laird v.Tatum とそれに後続す
る第二巡回裁判所の判例法により拘束される。そして，命令４７号の有効性と NYPD
が示威運動者をビデオ撮影し，写真に撮る実務が専ら示威運動者の憲法第一修正
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の権利に基づくとしても，いかなる憲法上の請求も提示されておらず，また，そ
れゆえに，差し止めの救済の基礎たりえない。
Ｃ．ビデオ・テープと写真の保有
第 II部Ｃで明記したように，命令４７号の手続は，NYPDにその命令の手続に
関連して準備されたすべての写真およびビデオを，映像が記録された日から一年
間の「最小限度」維持することを必要とする。責任を有する NYPDの警察官は，
索引を付け，検索するときの助力となるために，各々の記録で催し物と活動を記
述する要約書を準備し，維持するよう指示される。資料は，それらが「刑事的な
活動の証拠を含み，また，それゆえ証拠と考えられる」ならば，または，「それ
らが訴訟，訓練および行動後の報告書などの他の目的のために有益であると思わ
れるならば，保有されうる」。それらの資料が，これらの基準に合致しない時に
は，それらの資料は，一年後破棄され「得る」。
集団訴訟代理人はそれらの規定を承認しないのだが，私（当裁判所）はビデオ
撮影そのものが変更ハンチュウ・ガイドラインにしたがってなされた範囲で，そ
れらが合理的であると考える。NYPDの法律スタッフのメンバーであるデフィナ
ー氏は，いう。「NYPDは，ビデオ・テープからいかなる種類のデータ・ベース
も書類の作成をしていないし，また，作成してこなかった。なるほど，実際の所，
かって，これらのテープが複写され，または，求められた唯一の機会は，民間不
服審査局（Civilian Complaint Review Board）により警察官に対する民事または
刑事訴訟もしくは不満の調査の文脈において存在した」。Doepfner Decl.¶９．デ
フィナー氏は，当裁判所の役人であり，私は，彼の代理を容認した。
さらに，デフィナー氏と市の代理人は，刑事訴訟手続および民事訴訟のために
テープを保存する必要があるとの主張することは，正しい。ある状況は，そのよ
うな資料が廃棄されなければならない（must）（できる（may）とは対照的に）
データの切断を阻止する，その実務上の現実は，自転車乗りの警察による逮捕と
自転車の差押えから生じた NYPDとニュー・ヨーク市に対する請求を訴追する
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にあたり批判的集団自転車示威運動の参加者を代理する，オリバー氏の供述によ
り，証明された。オリバー氏の供述から，その訴訟において，彼が公判前の証拠
開示において，地裁の検察官から彼が得たビデオ・テープの場面により，助力さ
れてきたことが窺われる。係属する，または，脅威にさらされる訴訟を知って，
NYPDにより場面が廃棄されたとしたら，人は，オリバー氏に NYPDを証拠隠
滅の罪で告発することを期待するであろう。NYPDが「そのように行為すれば批
判され，そのように行為しなければ批判される」ジレンマに NYPDをおくこと
は，公平に反する。命令４７号がそのような資料との関連で指示されることが必要
とされる記録文書は，本件集団訴訟の代理人を含め利害関係を有する当事者に，
変更ハンチュウ・ガイドラインが違反され得たとの主張の助けとして，さらに事
実を追求することを可能にすることが適切であると思われる。ビデオと写真の装
備の使用のための実施記録日誌作成の要請のための更なる要件は，命令４７号の手
続の節の¶¶2-5に含まれている。要するに，当裁判所が資料保持のための命令
４７号の手続を無に帰するべきであることを強いる証明は存在しない。
Ｄ．適切な救済
集団訴訟代理人は，ニュー・ヨーク市警察局に仮命令４７号の執行を禁止する決
定を求める。Mot. at 2. その求められた救済は，余りにも広すぎる筆で描かれて
いる。命令４７号は，NYPDの警察官によるあらゆる目的でのすべてのビデオ撮影
と写真撮影の手続を規定する。その命令は，必然的に，政治的活動がどこにも見
えない無数の状況で適用される。上記のように，変更ハンチュウ・ガイドライン
は，ガイドラインにおいて定義されたところの，政治的活動にのみ関連する。要
するに，当裁判所は，政治的活動と識別可能な関係を有しない調査についてその
ような装備の警察に禁止する基礎を有しない。
救済の必要性は，NYPDの構成員が政治的活動に関連する更なる調査にビデオ
と写真の装備を使用するために命令４７号に基づくときに，またその範囲で，生ず
る。そのような調査は，変更ハンチュウ・ガイドラインにより支配されている。
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NYPDと市の代理人は，ガイドラインの違反（憲法違反ではなく）が原告集団に
救済への権限を与えるのに十分であろうと，予め理解しなかった。彼らは，現在
理解したであろう。確かに，ガイドラインの規定に従うことなしに，政治的活動
に関連する調査の途中に，NYPDによるビデオと写真装備のすべての使用は，侮
辱手続の基礎を構成できた。
これらの争点に関する当裁判所の解決方法が NYPDのすべての指揮官に迅速
に流布されるためには，この意見を添付した判決は，局長に，それらの警察官に
それらを注意深く学習する指示をつけて，すべての監視区／局の指揮官および他
の NYPDの指揮官に本判決と命令のコピーを送付するよう指示するであろう。
当事者双方の側の代理人が本判決と理由を考慮した後で，彼らは，そのように
助言されたならば，採用される救済の方式に関して追加的な意見書を作成し提出
することができる。その意見書は，遅くとも２００７年３月１６日までに送付，提出さ
れなければならない。答弁書は，遅くとも２００７年３月３０日までに送付，提出され
なければならない。
Ｅ．本申立書に対する意見書の公衆への公開
前の判決により，当裁判所がこの申立書に対する意見書が秘匿されることを命
じたが，集団訴訟代理人は，いまや，これらの意見書が公の記録として記録簿に
綴られ，編綴されるべきであるとの立場をとった。
裁判上の記録および訴訟により作成された他の書類が大衆に利用されるべきで
あるとの推定が存在する。なぜそれがなされるべきかを論証する責任は，秘匿下
にあるそのような記録を配置し保管する当事者に課せられる。本件では，NYPD
がこの時点でその事件ファイルを公にすることに異議を挟まないならば，市の代
理人が当裁判所と集団訴訟代理人に直ちに助言するよう指示された。市の代理人
が反対の意見を採るときには，彼らは，２００７年３月１６日またはそれ以前にその意
見を指示するために書面を作成，提出しなければならない。集団訴訟代理人
は，２００７年３月３０日までに答弁しなければならない。
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．結論
以上述べた理由により，以下のとおり判決する。
１．NYPDによる，政治的活動を行う個人または人達をビデオ撮影し，ま
た，写真撮影することは，変更ハンチュウ・ガイドラインにしたがって，
かつ，本判決と合致する仕方でなされなければならない。
２．仮命令４７号が変更ハンチュウ・ガイドラインが適用される分野で，
このガイドラインと矛盾する範囲で，仮命令47号の履行は禁止される。
３．NYPDの局長，または，彼の指定された代理人は，この意見を添付し
た判決は，局長に，意見と判決を注意深く学習し，それに従う指示をつ
けて，本判決と命令のコピーを NYPDの区／局の指揮官および部署の
指揮官に NYPDの指揮官に流布するよう指示するであろう。
４．両当事者による更なる意見は，本判決に含まれる指示にしたがって作
成され，送付されうる。
Charles Haight , Jr 合衆国連邦地裁最先任判事
【付記】
この翻訳の契機となった，いわゆる集会妨害国賠訴訟（東京地裁平成２０年（ワ）
第３５１６４号損害賠償等請求事件）に関連して，原告らが申し立てていた文書提出
命令申立事件（平成２２年（モ）第５３６号）において，平成２２年９月２２日東京地裁
民事３３部（本間健裕裁判長）は，「平成２０年１０月１３日付け警視庁公安部第二課員
ら作成の「『１０・１３怒りの大集会』の開催結果」と題する文書の一部について，
文書提出命令を求める申立てを認容した。
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